　　　


資料№１
衛生管理特別指導　実施要領
千葉労働局労働基準部健康安全課
1 趣旨

労働安全衛生法第７８条及び第79条に基づき、安全衛生管理のための体制の整備、職場の機械、設備等の改善､安全衛生教育の推進､リスクアセスメントの実施等総合的な改善整備を必要とする事業場を個別に指定し、具体的な安全衛生改善計画を事業場ごとに作成させること、キメの細かい特別の安全衛生指導を継続的に行うことなどによって、職場内の危険有害要因、不安全作業などを根本から取り除き、しっかりした安全衛生管理がうちたてられるようにすること。

労働安全衛生法（抜粋）
（特別安全衛生改善計画）

　　第七十八条　厚生労働大臣は、重大な労働災害として厚生労働省令で定めるもの（以下この　　　　　　　　条において「重大な労働災害」という。）が発生した場合において、重大な労働災　　　　　　　　害の再発を防止するため必要がある場合として厚生労働省令で定める場合に該当　　　　　　　　すると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、事業者に対し、その事　　　　　　　　業場の安全又は衛生に関する改善計画（以下「特別安全衛生改善計画」という。）　　　　　　　　を作成し、これを厚生労働大臣に提出すべきことを指示することができる。
　　　　　　２　事業者は、特別安全衛生改善計画を作成しようとする場合には、当該事業場に労働者の過半数で組織する労働組合があるときにおいてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときにおいては労働者の過半数を代表する者の意見を聞かなければならない。
　　　　　　３　第一項の事業者及びその労働者は、特別安全衛生改善計画を守らなければならない。
（安全衛生改善計画）
第七十九条　都道府県労働局長は、事業場の施設その他の事項について、労働災害の防止を図るため総合的な改善措置を講ずる必要があると認めるとき（前条第一項の規定により厚生労働大臣が同項の厚生労働省令で定める場合に該当すると認めるときを除く。）は、厚生労働省令で定めるところにより、事業者に対し、当該事業場の安全又は衛生に関する改善計画（以下「安全衛生改善計画」という。）を作成すべきことを指示することができる。
２　前条第二項及び第三項の規定は、安全衛生改善計画について準用する。この場合において、同項中「第一項」とあるのは、「次条第一項」と読み替えるものとする。
（安全衛生診断）

第八十条　厚生労働大臣は、第七十八条第一項又は第四項の規定による指示をした場合において、専門的な助言を必要とすると認めるときは、当該事業者に対し、労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタントによる安全又は衛生に係る診断を受け、かつ、特別安全衛生改善計画の作成又は変更について、これらの者の意見を聴くべきことを勧奨することができる。
　　　２　前項の規定は、都道府県労働局長が前条第一項の規定による指示をした場合について準用する。この場合において、前項中「作成又は変更」とあるのは、「作成」と読み替えるものとする。
2 実施期間
　　指導期間は、当年４月から翌年３月までの１年間とする。

　　ただし、「改善すべき事項」が完了していない場合には、次年度も継続し、改善計画に基づく措置が完了したときに解除するものとする。
3 特別指導制度の流れ
　　　　４月　　　　　指定

４月　　　　　安全衛生改善計画作成指示書交付

　　↓　　　　　所轄労基署による指導等

５月３１日　　安全衛生改善計画書を作成し所轄署へ報告
　↓　　　　　作成した安全衛生改善計画に基づき実行

　↓　　　　　所轄労基署による指導、計画の推進状況の確認（年数回）

１～２月　　　　　所轄労基署による指導、計画の推進状況の確認（最終）
３月　　　　　指定の解除又は継続
4 安全衛生改善計画について
（１）　労働安全衛生法第７９条に基づき別途交付された　「安全衛生改善計画作成指示書」　に基づき、　「安全衛生改善計画書（様式例）」及び　｢安全衛生改善計画の樹て方｣　を参考に、「安全衛生改善計画書」を作成すること。
なお､安全衛生改善計画として盛り込む事項としては､安全衛生管理体制､施設､安全衛生教育、リスクアセスメントに関するもののほか､周辺の自然条件の改修や防護措置､事業場の緑化その他労働災害の防止と職場環境の快適化に役立つすべての対策が含まれる｡
（2） 　改善計画において明確にする事項

1 改善を計画する具体的事項

2 改善計画事項ごとに労働災害防止の改善に寄与する理由

3 改善計画の実施に資金を要する事項については、その資金計画

4 改善計画事項ごとの計画完了予定年月

5 改善計画の実施に当たって問題となる事項

5 改善効果の把握
改善効果を把握するため、改善前・後の状況が対比できるように、改善前から改善後まで災害発生状況、機械設備等の施設の状況、生産量、作業環境測定結果、健康診断結果、疾病休業統計、写真等を整備保管しておくこと。
6 指定解除後
再び労働災害や職業性疾病の発生、安全衛生管理体制の不備、機械設備の危険、有害化、安全衛生管理活動の停滞等後戻りすることのないようにすること。
7 報　告
　　各報告は３部作成し、所轄労働基準監督署に提出、その内1部は事業場控えとすること。

(1)安全衛生改善計画書等の提出　　　
　提出期限　当年５月３１日　
イ　安全衛生改善計画書　　
ロ　プロセスフローシート　

　　　生産工程における原材料、有害物の取扱いの状況、作業条件、作業方法、労働時間等の実態等労働衛生上の問題点を明らかにするためのプロセスフローシートを作成し、「安全衛生改善計画書」に添付すること。

ハ　意見書　
計画作成後、労働組合又は労働者を代表する者の意見を聴き、その意見を記載した書面を添付すること。
（2）衛生管理特別指導事業場改善結果報告および衛生管理特別指導事業場改善結果報告（その２）
提出期限 　　 年度報告     翌年４月１０日
